
    

履修方法及び学修評価に関する規程 

(目的) 

第１条 この規程は、岩手リハビリテーション学院（以下、本学院という）学則第８条、第10条の規定に基 

   づき、履修及び学修評価の方法・基準等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(科目履修の要件) 

第２条 履修科目(以下、科目という)の種類・単位数・時間数は、学則第７条に基づく別表の通りとし、下記 

   所定の授業時間数を出席することによって履修するものとする。 

  ２．臨床実習以外の科目履修においては、各科目授業時間数の３分の２以上出席する。 

  ３．臨床実習における履修においては、各々臨床実習施設で行う臨床実習期間の５分の４以上出席する。 

 

(科目担当講師) 

第３条 臨床実習以外の科目において、教授する講師は、原則として1科目1名とする。 

  ２．学修目標に基づいた教授内容を鑑み、必要に応じて複数講師が担当することがある。 

 

(科目の履修) 

第４条 各科目の履修に関する内容は、講義要項に提示する。 

  ２. 臨床実習における履修に関する内容は、各学科臨床実習実施要項に提示する。 

 

(授業時間) 

第５条 本学院の授業時間は、８時５０分から１６時１０分までを原則とする。 

  ２．講師が講義の進行上必要と認めた場合は、授業時間の延長、変更もありえる。 

  ３．臨床実習においては、第１項の限りではない。 

 

(学修評価の受験資格)  

第６条 各科目において、学修評価の受験をするためには、第２条の要件を満たさなければならい。 

  ２．傷病その他やむを得ない事由によって、第２条の要件を満たさない学生の対応については、職員会議 

   における審議を経て、学院長が判断し決定する。 

 

(科目における学修評価の方法) 

第７条 各科目の学修評価は、当該科目の担当教員が、科目試験及び日常の学修状況によって評定する。 

  ２．複数の教員によって行われる科目の学修評価は、当該教員が協議して評定する。 

  ３．臨床実習以外の科目において、学修評価の対象となる試験の方法は以下の通りとし、実施にあたっ 

   ては、数回または数種類の試験の方法を併用する場合がある。 

        （１）筆記試験 

       （２）実技試験  

       （３）口頭試験 

       （４）課題提出 

       （５）その他の試験  

講義 演習 実習 計 単位数 時間数 単位数 時間数 単位数 時間数 単位数 時間数

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

科学的思考 1 30 30 1 30

の基盤 1 15 15 1 15

人間と生活 1 15 15 1 15

社会の理解 1 15 15 1 15

2 30 30 2 30

2 15 45 60 2 60

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

14 240 0 45 285 12 255 2 30 0 0 0 0

2 60 60 2 60

2 60 60 2 60

2 60 60 2 60

人体の構造 2 60 60 2 60

と機能及び 1 30 30 1 30

心身の発達 1 30 30 1 30

1 45 45 1 45

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

13 360 0 45 405 12 375 1 30 0 0 0 0

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30 画像

1 15 15 1 15 救命救急

1 15 15 1 15

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

2 45 45 2 45

疾病と障害 2 45 45 2 45

の成り立ち 2 45 45 2 45

及び回復 2 60 60 2 60

過程の促進 1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

1 15 15 1 15

1 30 30 1 30 栄養

1 30 30 1 30 薬理

19 480 0 0 480 2 60 15 360 2 60 0 0

1 30 30 1 30 リハの理念、地域包括ケアシステム

1 30 30 1 30
保健医療福祉と 1 30 30 1 30 予防
リハビリテーションの 1 30 30 1 30 多職種連携

理念 1 30 30 1 30 多職種連携

5 150 0 0 150 2 60 1 30 2 60 0 0

37 990 0 45 1035 16 495 17 420 4 120 0 0

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

基礎作業 1 45 45 1 45

療法学 1 45 45 1 45

2 15 30 45 2 45 レクリエーション実習含む

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

12 165 0 120 285 5 105 4 105 3 75 0 0

2 30 30 2 30

作業療法 1 30 30 1 30

評価学 1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

1 45 45 1 45

7 150 45 0 195 2 30 5 165 0 0 0 0

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

2 30 30 2 30

1 30 30 1 30 画像評価

2 45 45 2 45 心電図、喀痰吸引

2 45 45 2 45 画像評価

作業療法治療学 2 45 45 2 45

1 30 30 1 30 画像評価

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

1 30 30 1 30

2 45 45 2 45

2 30 30 2 30

2 45 45 2 45

2 45 45 2 45

1 30 30 1 30

1 45 45 1 45

29 600 45 0 645 2 30 10 165 16 420 1 30

1 30 30 1 30

地域作業 1 30 30 1 30

療法学 1 30 30 1 30 地域包括ケアシステム

1 30 30 1 30 自立支援、就労支援

4 120 0 0 120 0 0 0 0 4 120 0 0

作業療法 1 30 30 1 30 職場管理、職業倫理

管理学 1 30 30 1 30 職場管理、職業倫理

2 60 0 0 60 0 0 0 0 1 30 1 30

1 45 45 1 45

2 90 90 2 90

臨床実習 3 135 135 3 135

16 720 720 16 720

1 45 45 1 45

23 0 0 1035 1035 1 45 2 90 4 180 16 720

77 1095 90 1155 2340 10 210 21 525 28 825 18 780

128 2325 90 1245 3660 38 960 40 975 32 945 18 780

地域作業療法実習

小　　計

小　　計

総　　計

作業療法管理学Ⅱ

小　　計

臨床見学実習

短期実習Ⅰ（評価実習Ⅰ）

短期実習Ⅱ（評価実習Ⅱ）

総合実習

地域援助論Ⅰ

地域援助論Ⅱ

小　　計

作業療法管理学Ⅰ

日常生活活動学概論

日常生活活動学

作業療法研究法Ⅰ

作業療法研究法Ⅱ

作業療法治療学演習

小　　計

精神障害作業療法学Ⅱ

作業療法理論Ⅱ（身体障害）

作業療法理論Ⅲ（精神障害）

作業療法理論Ⅳ（発達障害）

身体障害作業療法学（中枢疾患）

身体障害作業療法学（呼吸器・循環器疾患）

身体障害作業療法学（整形疾患）

環境適応論Ⅰ

環境適応論Ⅱ

小　　計

専
門
分
野

作業療法概論Ⅰ

作業療法概論Ⅱ

基礎作業学

基礎作業学実習Ⅰ

基礎作業学実習Ⅱ

作業療法評価学Ⅱ（身体障害）

作業療法評価学Ⅲ（精神障害）

作業療法評価学Ⅳ（発達障害）

作業療法評価学演習

小　　計

作業療法理論Ⅰ（身体障害）

基礎作業学実習Ⅲ

作業分析論Ⅰ

作業分析論Ⅱ

小　　計

作業療法評価学総論

作業療法評価学Ⅰ（身体障害）

身体障害作業療法学（老年期・内部疾患）

高次脳機能障害作業療法学

発達障害作業療法学

義肢装具学

精神障害作業療法学Ⅰ

神経内科学

内科学

精神医学

小児科学

リハビリテーション医学

摂食嚥下学

多職種連携論Ⅰ

多職種連携論Ⅱ

小　　計

専
門
基
礎
分
野

解剖学Ⅰ

解剖学Ⅱ

生理学Ⅰ

生理学Ⅱ

運動学Ⅰ

臨床医学概論

臨床医学総論

外科学

病理学

臨床心理学

整形外科学

運動学Ⅱ

運動学実習

応用運動学

人間発達学

小　　計

医療概論

栄養学

薬理学

小　　計

リハビリテーション概論

社会福祉論

公衆衛生学

岩手リハビリテーション学院

作業療法学科　カリキュラム
4学年

備　　考

基
礎
分
野

心理学

教育学

コミュニケーション論

物理学

化学

生物

統計学

科　　　　目 単位数
時　間　数 1学年 2学年 3学年

保健体育

英語Ⅰ

英語Ⅱ

小　　計

（第7条関係 別表2） 

−13−



  ４．科目試験の期日・方法は、1週間前までに発表することを原則とする。 

  ５. 筆記試験においては、試験開始後30分以降は入室できない。また、試験開始後30分以降でなければ退 

   室することができない。 

   ６．下記の事由により科目試験会場で受験ができない場合は、試験監督の了承のもと別室受験を認める。 

     （１）本人またはその同居家族による感染症罹患等により、他の学生に感染拡大の恐れがある場合 

     （２）やむを得ない事情により試験監督が別室受験を必要と判断する場合 

  ７．臨床実習に関する学修評価の方法・基準は、各学科臨床実習実施要項に定める。 

 

(学修評価の基準) 

第８条 各科目の学修評価の基準は、次表の区分により評定し、C以上を合格とする。   

     評定基準    評定区分 

       Ｓ      90点以上 100点 

             A       80点以上  90点未満 

       B     70点以上 80点未満 

       C     60点以上 70点未満 

       D     60点未満 

  ２．臨床実習の学修評価の基準は、Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄの５段階評定とし、Ｃ以上を合格とする。  

     

(科目の単位修得)  

第９条 科目の単位修得は、評定が合格に達したとき認める。 

   

(特別試験) 

第10条 特別試験は、追試験及び再試験とする。 

   

(追試験) 

第11条 追試験は、傷病その他やむを得ない事由により、科目試験を受験できない場合、事由を証明すること 

    によって受験することができる。 

   ２. 同一科目における追試験は1回のみで，原則として追試験後の再試験受験は認めない。 

   ３. 追試験の評定は、第8条の規定の通りとする。 

 

(再試験) 

第12条 再試験は、科目試験の成績が60点未満の学生が受験を希望し、当該科目教員が必要と認めた場合、受 

   験することができる。 

  ２. 再試験受験は原則として1回限りとする。 

  ３．当該担当科目教員が1回以上の再試験を当該学生の学修に必要であると判断した場合は、条項の限り 

   ではない。尚、この試験を受験する場合は、新たに第12条第3項に示す再試験受験料を納入するものと 

   する。 

  ４．再試験の評定は、CあるいはD評定とする。 

 

（特別試験受験手続き） 
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第13条 特別試験受験を希望するものは、受験日前日までに事務室へ「特別試験願 」の提出と定められた受 

   験料の納入手続きを行うものとし、断りがなく期日までに手続きをしない場合は受験資格を失う。 

  ２. 特別試験の受験料は，下記の通り定める。 

    （１）追試験  

     ・疾病その他のやむを得ない事由により科目試験の受験ができない場合   １科目につき 1,000円                                                                     

     ・公欠の事由により科目試験が受験できない場合                            無 料    

    （２）再試験                              １科目につき  2,000円     

    ３. 特別試験を受験するときは、領収書を持参する。試験官が領収書を確認できない場合、受験を認めな 

       いことがある。                                                                                                                                                 

     

(不正行為) 

第14条 不正行為が発覚した場合及び不正行為とみなされる行為があった場合、学則第34条に定める懲戒の対    

      象となる。尚、当該科目の学修評価は、Ｄ評定とする。 

 

(聴  講) 

第15条 聴講とは、既に履修した科目について再度受講することをいう。 

    ２. 聴講を希望する者は、「聴講願い」を申請し学院長の許可を得て聴講することができる。 

    ３. 学院長は、受講態度が不良と判断した場合、聴講の中止を命じることがある。 

  ４. 聴講した科目については、学修評価の対象とはならない。 

 

(単位履修免除) 

第16条 本学院履修科目において、本学院入学前に他の教育機関において既に単位修得している科目について 

      は、「単位履修免除願」を申請することができる。 

  ２. 科目における単位履修免除は、学院長が許可する。 

  ３. 単位履修免除が認められた場合は、その学年において、特待生の対象から除外される。 

 

(進 級) 

第17条 進級は，学則第26条に基づき進級を認める。 

 

(卒 業) 

第18条 卒業は、学則第27条に基づき卒業を認める。 

 

(雑 則) 

第19条 この規程の定めにない事項は、職員会議の議を経て、学院長が決定する。 

 

(規程の改廃) 

第20条 この規程の改廃は、職員会議の議を経て、学院長が決定する。 

 

附則 

 令和２年４月１日施行 
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